
刑事訴訟法等の一部を改正する法律の成立に当たっての会長声明 

 

本日、「刑事訴訟法等の一部を改正する法律」が可決・成立した。この改正は、

一部の類型の刑事事件について、身体を拘束された被疑者に対する捜査機関の

取調べの全過程を録音・録画することの義務付け等を行う一方で、いわゆる司法

取引の導入や通信傍受の拡大を含むものとなっている。これらの改正部分は、法

律成立の日から３年以内に施行される。 

取調べ全過程の録音・録画は、市民の監視が全く及ばない密室で、捜査機関が

違法・不当な取調べを行ったことにより、無実の者が虚偽の自白を強いられ、多

くのえん罪を生んだことへの痛切な反省から導入された。富山・氷見強姦えん罪

事件、志布志事件、足利事件等虚偽自白の強要によるえん罪事件は枚挙に暇がな

い。拷問による虚偽自白の強要、無罪を裏付ける証拠の隠ぺいに加えて、捜査機

関による証拠ねつ造の疑いまで発覚し、確定死刑囚に再審開始及び死刑の執行

停止が言い渡され、釈放された袴田事件（検察側申立により即時抗告審で審理中）

は、記憶に新しいところである。 

２０１０年（平成２２年）には、関係者の虚偽自白調書に基づき、虚偽有印公

文書作成罪等で起訴された厚生労働省の官僚に無罪判決が言い渡された。同事

件の捜査に携わった大阪地方検察庁特別捜査部の主任検事による証拠改ざんも

明らかとなり、この重大な検察の不祥事を機に、取調べ及び供述調書に過度に依

存した捜査・公判からの脱却を目指す刑事司法改革の検討が本格化した。取調べ

全過程の録音・録画の法制化は、今般の刑事司法改革の中核をなすものである。 

当会は、数々の虚偽自白とえん罪を生んだ違法・不当な密室取調べの根絶を目

指し、１９９０年代から、捜査機関における取調べ全過程の録音・録画、すなわ

ち「取調べの可視化」を提唱してきた。今般の刑事訴訟法改正は、当会が長らく

訴えてきた、被疑者・被告人の人権を守り、えん罪を根絶するための取調べの可

視化の必要性を、正面から認めたものと評価することができる。 

今回の法改正による取調べ全過程の録音・録画の義務化は、裁判員裁判対象事

件及び検察庁の独自捜査事件に限定されており、未だ道半ばであることは否め

ない。しかしながら、捜査機関が長らく抵抗してきた取調べ全過程の可視化が、

一部の事件類型であっても法制化に至ったことは、率直に評価すべきである。身

体拘束の有無を問わず、全刑事事件の取調べの可視化実現に至る第一歩として、

我が国の刑事司法制度における歴史的意義を有するものである。 

今般の取調べ全過程の録音・録画の法制化を機に、刑事弁護の実践において漏

れのない取調べの録音・録画を実施させ、取調べ監視体制を確立しなければなら

ない。義務化の対象事件であるか否か、被疑者が拘束されているか否かを問わず、

捜査機関に対する取調べ全過程の録音・録画の要請をさらに強化し、一刻も早く、



全事件の取調べの可視化を実現することが、我々弁護士に課せられた社会的使

命であり、当会としてもこれを推し進めていきたい。 

そして、今後は、全事件・全過程の取調べの可視化の法制化を可及的速やかに

実現させることが強く求められる。 

また、検察庁及び警察は、既に義務化の対象以外の事件類型についても、録音・

録画の実施対象を拡大し始めているところであるが、今般の法制化を機に改め

て、捜査機関に対し、義務化対象事件であるか否かを問わず、被疑者が拘束され

ているか否かをも問わず、全事件・全過程の取調べの録音・録画を実施するよう

強く要請する。なお、取調べの録音・録画について参議院法務委員会の審議にお

いて問題とされた、別件の被告人勾留中における対象事件の取調べは、対象事件

についての「勾留されている被疑者」を取り調べるときにほかならないのである

から、録音・録画の義務付けの対象となることは明らかであり、それを前提とし

た弁護実践を行うことが強く求められる。 

他方、今般の改正に盛り込まれた通信傍受制度の拡大は通信の秘密やプライ

バシー等の人権侵害の程度が著しく濫用の危険性も大きい。いわゆる司法取引

の導入についてもその濫用の危険性を排除したものとは言い難い。今後、これら

の制度が人権侵害を生み出すことのないよう、その運用に厳しく対応する必要

がある。捜査機関においてもこれらの制度を濫用することのないよう、通信傍受

制度については補充性・組織性の要件を厳格に解釈運用すること、司法取引につ

いては引き込みの危険等に留意しつつ本制度が誤判の原因とならないよう厳格

に運用されることを要請する。加えて、通信傍受制度について第三者監視機関の

設置等の通信の秘密やプライバシー等の人権侵害を防止するための制度の創設

を要請する。 
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